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平成23年₃月11日、14時46分。
この日、そしてこの時刻は、私のみならず同じ時代を生きる多くの方々に

とって、この瞬間を境に起きた様々な出来事とともに、深く心に刻まれるもの
となりました。

マグニチュード9．0を観測した巨大地震が引き起こした大津波は、私たちの
ふるさとに襲いかかり、家族や友人、なりわい、そして日々の生活を一瞬にし
て奪い去りました。県内では１万を超える尊い人命が失われ、県土及び県民の
財産に甚大な被害をもたらすこととなりました。

この未曽有の大災害により、お亡くなりになりました方々の御冥福をあらた
めてお祈り申し上げますとともに、御遺族に対し哀悼の誠を捧げます。

また、今なお、行方不明者が１千余を数え、多くの方々が応急仮設住宅において不自由な生活を余儀なくさ
れておりますことは、心痛の極みであります。

本県は、これまで、高い確率で発生が予想されていた宮城県沖地震に備えるべく、震災対策推進条例を定
め、県有建築物の耐震化など様々な防災対策を講じてまいりました。

しかしながら、大規模かつ広範囲におよぶ地震、津波による被害に加え、福島県で発生した原子力災害への
対応も要した今回の震災では、行政機能の喪失や初動時の情報不足、燃油の枯渇、放射線・放射能の測定など
事前の備えでは対処しきれない事態が生じ、人命の救助・救出や災害時医療、避難所等での生活再建に向けた
支援等において、極めて困難な状況に直面することとなりました。

そうした中、自らの危険を顧みず、被災地において様々な活動をいただいた自衛隊、警察、消防、海上保安
庁をはじめ、政府や防災関係機関、関係自治体、企業、団体、NGO、NPO、そして各種のボランティアな
ど、国内外の皆様からいただきました温かい御支援や励ましのひとつひとつは、災害対応やその後の復旧・復
興の取組を支える大きな力となりました。宮城県民を代表し、厚くお礼申し上げます。

本県では、平成32年度までの復興の道筋を示す宮城県震災復興計画の基本理念の第一に掲げる「災害に強
く安心して暮らせるまちづくり」を堅持しつつ、災害からの復旧にとどまらない「創造的復興」を目指し、人
口減少や少子高齢化など現代社会を取り巻く諸課題に対応する先進的な地域づくりに向けて、着実に歩みを続
けてまいりますので、引き続き皆様の御理解と御支援を賜りますようお願い申し上げます。

本書は、東日本大震災の実態を把握し、対応の詳細を後世に伝えることが被災県である本県の果たすべき責
務であるとの考えのもと、先に発刊した発災から１年間にわたる本県の災害対応の検証記録に、新たに市町村
及び防災関係機関等の活動状況等を加え、災害対応の基礎資料として御活用いただくことを目的として、有識
者からの御意見をいただきながら編集いたしました。

本書の発刊にあたり、御指導・御助言をいただきました宮城学院女子大学 平川学長、東北大学災害科学国
際研究所 今村所長をはじめ、貴重な資料の御提供、各種調査等に御協力をいただきました皆様に心から感謝とお
礼を申し上げます。

今後、発生が懸念される首都直下地震や南海トラフ地震など大規模災害への対策が急がれる中、日夜、防
災・減災の取組に御尽力されている関係各位におかれましても本書を広く御活用いただき、災害に強い社会の
構築に向けた一助としていただければ幸いに存じます。

平成27年３月
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検証の概要 

 

１ 検証の目的 

３月11日に発生した東日本大震災の実態を正確に把握し、記録として後世に残していくことは極めて重要で

あり、被災した本県の責務である。本記録誌は、東日本大震災における被害の概要、県、国や地方公共団体、

県警察、消防機関、自衛隊、ライフライン等関係機関の活動状況等について詳細に記録し、得られた教訓を後

世に残すとともに、県民の防災意識の向上を図り、本県の防災対策への反映はもとより他自治体等の災害対応

の基礎資料として活用してもらうことを目的としている。 

 

２ 検証の方法 

(1) 検証の体制 

イ 東日本大震災検証・記録専門部会の設置 

東日本大震災の検証・記録を行い、教訓を後世に残すために作成する記録誌に対する意見を求めるため、

平成24年４月25日に学識経験者、市町村及びライフライン関係者等で構成される「宮城県防災会議東日

本大震災検証・記録専門部会」を設置した。 

 

東日本大震災検証・記録専門部会委員（任期：平成24年８月10日から平成27年３月31日まで） 

  所属等 氏名 

部会長 宮城県 総務部長 上仮屋 尚（平成26年３月31日まで）

岡 部  敦（平成26年４月１日から）

副部会長 東北大学 災害科学国際研究所 所長 平 川  新 

専門部会

委員 

東北大学 災害科学国際研究所 副所長 今村 文彦 

東日本電信電話株式会社 宮城支店 設備部長 芳賀 一夫 

東北電力株式会社  

宮城支店 副支店長兼電力流通本部長 

山﨑 潤一（平成26年７月10日まで）

平野 仁司（平成26年７月11日から）

国土交通省 東北地方整備局 

企画部企画調整官 

池口 正晃（平成26年１月８日まで）

手塚 寛之（平成26年１月９日から）

陸上自衛隊 第22普通科連隊 第３科長 岩井 幸一 

南三陸町 危機管理課長 
佐々木 三郎（平成26年５月27日まで）

佐藤 孝志（平成26年５月28日から）

仙台市消防局 警防部警防課長 花海 秀樹 

※敬称略。所属等は就任当時のもの 

 

ロ 災害対策検証・記録チームの設置 

記録誌の取りまとめを行い、後世に引継ぐとともに震災を教訓とした防災意識の醸成を図るため、平成

24年４月１日、総務部危機対策課に災害対策検証・記録チームを設置した。 

 

(2) 検証の方法 

   ３月11日の発災から県災害対策本部が廃止されるまでのおおむね１年間を対象期間とし、県をはじめ国や

地方公共団体、県警察、消防機関、自衛隊、ライフライン等関係機関の活動状況等について、各機関の記録誌

や発表資料等を用いた文献調査とともに、県、市町村、消防本部職員へのヒアリング調査を実施して活動状況

及び課題の把握を行った。市町村及び消防本部については、ヒアリング調査の実施にあたり事前にアンケート



 

   xxi 
 

検証の概要 

 

１ 検証の目的 

３月11日に発生した東日本大震災の実態を正確に把握し、記録として後世に残していくことは極めて重要で

あり、被災した本県の責務である。本記録誌は、東日本大震災における被害の概要、県、国や地方公共団体、

県警察、消防機関、自衛隊、ライフライン等関係機関の活動状況等について詳細に記録し、得られた教訓を後

世に残すとともに、県民の防災意識の向上を図り、本県の防災対策への反映はもとより他自治体等の災害対応

の基礎資料として活用してもらうことを目的としている。 

 

２ 検証の方法 

(1) 検証の体制 

イ 東日本大震災検証・記録専門部会の設置 

東日本大震災の検証・記録を行い、教訓を後世に残すために作成する記録誌に対する意見を求めるため、

平成24年４月25日に学識経験者、市町村及びライフライン関係者等で構成される「宮城県防災会議東日

本大震災検証・記録専門部会」を設置した。 

 

東日本大震災検証・記録専門部会委員（任期：平成24年８月10日から平成27年３月31日まで） 

  所属等 氏名 

部会長 宮城県 総務部長 上仮屋 尚（平成26年３月31日まで）

岡 部  敦（平成26年４月１日から）

副部会長 東北大学 災害科学国際研究所 所長 平 川  新 

専門部会

委員 

東北大学 災害科学国際研究所 副所長 今村 文彦 

東日本電信電話株式会社 宮城支店 設備部長 芳賀 一夫 

東北電力株式会社  

宮城支店 副支店長兼電力流通本部長 

山﨑 潤一（平成26年７月10日まで）

平野 仁司（平成26年７月11日から）

国土交通省 東北地方整備局 

企画部企画調整官 

池口 正晃（平成26年１月８日まで）

手塚 寛之（平成26年１月９日から）

陸上自衛隊 第22普通科連隊 第３科長 岩井 幸一 

南三陸町 危機管理課長 
佐々木 三郎（平成26年５月27日まで）

佐藤 孝志（平成26年５月28日から）

仙台市消防局 警防部警防課長 花海 秀樹 

※敬称略。所属等は就任当時のもの 

 

ロ 災害対策検証・記録チームの設置 

記録誌の取りまとめを行い、後世に引継ぐとともに震災を教訓とした防災意識の醸成を図るため、平成

24年４月１日、総務部危機対策課に災害対策検証・記録チームを設置した。 

 

(2) 検証の方法 

   ３月11日の発災から県災害対策本部が廃止されるまでのおおむね１年間を対象期間とし、県をはじめ国や

地方公共団体、県警察、消防機関、自衛隊、ライフライン等関係機関の活動状況等について、各機関の記録誌

や発表資料等を用いた文献調査とともに、県、市町村、消防本部職員へのヒアリング調査を実施して活動状況

及び課題の把握を行った。市町村及び消防本部については、ヒアリング調査の実施にあたり事前にアンケート

　検証の概要

xxi



 
 

xxii 

 

調査を実施した。これらの調査から得られた事実、課題等について、東日本大震災検証・記録専門部会で検討

を重ね、出された意見等を踏まえ検証・記録を行った。 

 
イ 県職員への調査 

県の災害対応について明らかにするため、県職員に対してヒアリング調査を実施した。調査にあたって

は中立かつ専門的な視点で検証を行うため、第三者機関に委託して調査・検証を行った。一部分野の災害

対応については、より客観的に県の対応を検証するため、関係機関からもヒアリング調査を実施している。 

・ 第１回：平成23年11月から平成24年２月まで  

本庁70課室及び地方機関19公所に対して延べ364人 

・ 第２回：平成24年９月から11月まで  

本庁56課室及び地方機関９公所に対して延べ220人 

 
ロ 市町村及び消防本部への調査 

(ｲ) アンケート調査 

県内全35市町村及び全12消防本部に対し、本震災における災害対応についてアンケート調査を実施

した。 

・ 市 町 村：平成24年12月10日から平成25年10月31日まで 

・ 消防本部：平成25年２月14日から７月３日まで 

 

(ﾛ) ヒアリング調査 

アンケート調査による回答等を踏まえ、県内全35市町村の防災部局担当者及び県内全12消防本部担

当者、延べ計134人に対して各機関２時間から４時間程度でヒアリング調査を実施した。 

・ 市 町 村：平成25年２月21日から９月４日まで延べ84人 

・ 消防本部：平成25年５月27日から７月３日まで延べ50人 

 
ハ 東日本大震災検証・記録専門部会の開催 

東日本大震災検証・記録専門部会においては、平成24年９月から平成26年 12月まで計６回の会議を開

催し、アンケート及びヒアリング調査、文献調査等により把握した災害対応の結果等を踏まえ、意見、助

言等をいただき検証・記録を行った。 

 

＜会議開催状況＞ 

第１回 平成24年９月４日（火） 10時から11時まで  （於：県庁行政庁舎11階 第二会議室） 

第２回 平成25年２月22日（金） 13時から14時まで  （於：県庁行政庁舎４階 特別会議室） 

第３回 平成25年７月18日（木） 14時から15時30分まで（於：県庁行政庁舎４階 特別会議室） 

第４回 平成26年１月14日（火） 10時から11時20分まで（於：県庁行政庁舎９階 第一会議室） 

第５回 平成26年７月23日（水） 10時から11時10分まで（於：県庁行政庁舎11階 第二会議室） 

第６回 平成26年12月３日（水） 13時から13時45分まで（於：県庁行政庁舎９階 第一会議室） 
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凡 例 

 
１ この記録誌では、東日本大震災の概要のほか、平成23年３月11日からおおむね１年間（平成24年３月31 

日まで）の東日本大震災に係る県内の対応を記録している。 

 

２ 本文中で使用する語句等については、特に断りのない限り、次のとおりとする。 

・ 「東北地方太平洋沖地震」、「地震」：「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の略 

・ 「津波」：「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震により発生した津波」の略 

・ 「震災」、「本震災」：「平成23年３月11日に発生した平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震による 

震災」の略 

・ 「県」：「宮城県」の略 

・ 「知事」：「宮城県知事」の略 

・ 「県庁」：「宮城県庁」の略 

・ 「県災害対策本部」：「宮城県災害対策本部」の略 

・ 「本部事務局」：「宮城県災害対策本部事務局」の略 

・ 「地方支部・地域部」：「宮城県災害対策本部地方支部・地域部」の略 

・ 「原発事故」：「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故」の略 

・ 企業名・団体名の表記 

（株）：「株式会社」の略 

（社）：「社団法人」の略 

（財）：「財団法人」の略 

（独）：「独立行政法人」の略 

（公財）：「公益財団法人」の略 

（公社）：「公益社団法人」の略 

（一財）：「一般財団法人」の略 

（一社）：「一般社団法人」の略 

学校法人、国立大学法人、公立大学法人、特定非営利活動法人等については、原則として表記を省略して 

いる。 

・ 年の表記：年を省略しているものは原則「平成23年」の事象である。 

・ 時刻の表記：24時制とする。 （例）午前７時は７時、午後11時は23時 

・ 市町村の表記： 

行為のなされた時点での市町村名とする。 （例）過去の災害発生時、災害救助法適用時など 

・ 役職、企業、施設等の表記： 

原則、「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」発生時又はその後の災害対応時のものとする。 

 ・ 写真のキャプションにおける（ ）内の名称は、写真の提供先を示す。 

 

なお、各名称（活動名、法律名、企業名、施設名等）については、原則として初出箇所で定義し、以下、略

称で記述している。 
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(ﾛ) ヒアリング調査 

アンケート調査による回答等を踏まえ、県内全35市町村の防災部局担当者及び県内全12消防本部担

当者、延べ計134人に対して各機関２時間から４時間程度でヒアリング調査を実施した。 

・ 市 町 村：平成25年２月21日から９月４日まで延べ84人 

・ 消防本部：平成25年５月27日から７月３日まで延べ50人 

 
ハ 東日本大震災検証・記録専門部会の開催 

東日本大震災検証・記録専門部会においては、平成24年９月から平成26年 12月まで計６回の会議を開

催し、アンケート及びヒアリング調査、文献調査等により把握した災害対応の結果等を踏まえ、意見、助

言等をいただき検証・記録を行った。 

 

＜会議開催状況＞ 

第１回 平成24年９月４日（火） 10時から11時まで  （於：県庁行政庁舎11階 第二会議室） 

第２回 平成25年２月22日（金） 13時から14時まで  （於：県庁行政庁舎４階 特別会議室） 

第３回 平成25年７月18日（木） 14時から15時30分まで（於：県庁行政庁舎４階 特別会議室） 

第４回 平成26年１月14日（火） 10時から11時20分まで（於：県庁行政庁舎９階 第一会議室） 

第５回 平成26年７月23日（水） 10時から11時10分まで（於：県庁行政庁舎11階 第二会議室） 

第６回 平成26年12月３日（水） 13時から13時45分まで（於：県庁行政庁舎９階 第一会議室） 
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凡 例 

 
１ この記録誌では、東日本大震災の概要のほか、平成23年３月11日からおおむね１年間（平成24年３月31 

日まで）の東日本大震災に係る県内の対応を記録している。 

 

２ 本文中で使用する語句等については、特に断りのない限り、次のとおりとする。 

・ 「東北地方太平洋沖地震」、「地震」：「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の略 

・ 「津波」：「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震により発生した津波」の略 

・ 「震災」、「本震災」：「平成23年３月11日に発生した平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震による 

震災」の略 

・ 「県」：「宮城県」の略 

・ 「知事」：「宮城県知事」の略 

・ 「県庁」：「宮城県庁」の略 

・ 「県災害対策本部」：「宮城県災害対策本部」の略 

・ 「本部事務局」：「宮城県災害対策本部事務局」の略 

・ 「地方支部・地域部」：「宮城県災害対策本部地方支部・地域部」の略 

・ 「原発事故」：「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故」の略 

・ 企業名・団体名の表記 

（株）：「株式会社」の略 

（社）：「社団法人」の略 

（財）：「財団法人」の略 

（独）：「独立行政法人」の略 

（公財）：「公益財団法人」の略 

（公社）：「公益社団法人」の略 

（一財）：「一般財団法人」の略 

（一社）：「一般社団法人」の略 

学校法人、国立大学法人、公立大学法人、特定非営利活動法人等については、原則として表記を省略して 

いる。 

・ 年の表記：年を省略しているものは原則「平成23年」の事象である。 

・ 時刻の表記：24時制とする。 （例）午前７時は７時、午後11時は23時 

・ 市町村の表記： 

行為のなされた時点での市町村名とする。 （例）過去の災害発生時、災害救助法適用時など 

・ 役職、企業、施設等の表記： 

原則、「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」発生時又はその後の災害対応時のものとする。 

 ・ 写真のキャプションにおける（ ）内の名称は、写真の提供先を示す。 

 

なお、各名称（活動名、法律名、企業名、施設名等）については、原則として初出箇所で定義し、以下、略

称で記述している。 

 

 

　凡　例
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宮城県行政機構図（平成22年４月１日時点） 
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